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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第40期
第２四半期
連結累計期間

第41期
第２四半期
連結累計期間

第40期

会計期間
自  平成23年３月１日
至  平成23年８月31日

自  平成24年３月１日
至  平成24年８月31日

自  平成23年３月１日
至  平成24年２月29日

売上高 (千円) 19,802,968 20,296,075 39,943,572

経常利益 (千円) 433,453 567,919 1,063,103

四半期(当期)純利益 (千円) 144,515 312,838 478,580

四半期包括利益又は包括利益 (千円) △221,687 925,333 505,235

純資産額 (千円) 16,275,911 17,525,330 16,801,466

総資産額 (千円) 32,200,271 33,791,409 33,845,543

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 10.05 21.76 33.28

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 50.3 51.6 49.4

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 1,110,651 1,241,675 2,471,632

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △3,484,772 △1,289,391 △4,251,703

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 1,439,960 △ 472,544 973,191

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 3,645,874 3,252,894 3,773,155

　

回次
第40期
第２四半期
連結会計期間

第41期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自  平成23年６月１日
至  平成23年８月31日

自  平成24年６月１日
至  平成24年８月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 9.66 14.17

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

４．第40期第２四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」(企

業会計基準第25号  平成22年６月30日)を適用し、遡及処理しております。
　

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

　

　

２ 【経営上の重要な契約等】

(1)業務提携基本契約

契約会社名 相手方の名称 契約の名称 契約内容 契約期間

セントラル警備保

障㈱(当社)

東日本旅客鉄道

㈱

 (ＪＲ東日本)

業務提携基本

契約書

当社との資本提携及びＪＲ東日本グ

ループに対する警備サービスの提供に

関する業務提携（対価：物件ごとの個

別警備契約書による）。

平成９年12月18日

締結、以後1年ごと

の自動更新
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３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において、当社グループが判断したもので

あります。

(1) 業績の状況

（経営成績）

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災の復興需要等を背景に緩やかに回

復しつつあるものの、欧州財政危機を背景とした円高や株式市況低迷の長期化による国内外の景気下

振れ懸念など、先行きは不透明な状況が続いております。

当警備業界におきましては、体感治安の悪化などからセキュリティに対する意識は依然として高い

ものの、同業他社との受注競争の激しい厳しい経営環境に置かれております。

このような状況の中、当社グループは５年後に迎える創業50周年を視野に入れた、新中期経営計画

「ＣＳＰパワフル50計画」を平成24年３月よりスタートさせました。筋肉質で競争力のあるパワフル

な企業を目指し、コスト競争力に磨きをかけ、さらなる警備品質及び顧客満足度の向上に尽力すると共

に、画像関連サービスの拡販、鉄道営業力の強化、アライアンスの強化などに注力しております。

その結果、当第２四半期連結累計期間における当社グループの業績は、売上高は202億９千６百万円

（前年同期比2.5％増）となりました。利益面につきましては、営業利益４億５千８百万円（前年同期

比39.2％増）、経常利益５億６千７百万円（前年同期比31.0％増）、四半期純利益３億１千２百万円

（前年同期比116.5％増）となりました。

セグメントごと及び業務別の業績は次のとおりであります。

　

① セキュリティ事業

常駐警備部門につきましては、臨時警備が堅調だったものの、契約見直しにより保有高が減少したこ

ともあり、当第２四半期連結累計期間の売上高は103億５百万円（前年同期比0.4％減）となりました。

機械警備部門につきましては、厳しい企業間競争の中、売上増と解約防止に努めた結果、当第２四半

期連結累計期間の売上高は64億７千９百万円（前年同期比1.8％増）となりました。

運輸警備部門につきましては、集配金サービスに尽力した結果、当第２四半期連結累計期間の売上高

は13億５千６百万円（前年同期比1.5％増）となりました。

工事・機器販売部門につきましては、鉄道系ＩＣカードが利用できる入退室管理システム

「centrics（セントリックス）シリーズ」及びインターホン販売が堅調に推移したこともあり、当第

２四半期連結累計期間の売上高は16億２千万円（前年同期比26.3％増）となりました。

これらの結果、当第２四半期連結累計期間のセキュリティ事業セグメントの売上高は197億６千２百

万円（前年同期比2.2％増）、セグメント利益（営業利益）は３億７千８百万円（前年同期比11.6％

増）となりました。

② ビル管理・不動産事業

ビル管理・不動産事業につきましては清掃業務や電気設備の保安業務等の建物総合管理サービス及

び不動産賃貸を中心に事業を行っております。当第２四半期連結累計期間のビル管理・不動産事業セ

グメントの売上高は５億３千３百万円（前年同期比14.3％増）、セグメント利益（営業利益）は８千

万円（前年同期はセグメント損失（営業損失）９百万円）となりました。
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（財政状況）

当第２四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ５千４百万円減少し、337億９千

１百万円（前連結会計年度末比0.2％減）となりました。その主な内容は、投資有価証券の増加９億３

千６百万円、現金及び預金の減少13億７千２百万円、受取手形及び売掛金の減少３億６千１百万円など

であります。

負債は、前連結会計年度末に比べ７億７千７百万円減少し、162億６千６百万円（同4.6％減）となり

ました。その主な内容は、買掛金の減少２億２千３百万円、預り金の減少６億３千７百万円、長期借入金

の減少１億６千万円などによるものです。

純資産は、利益剰余金が１億１千１百万円の増加、その他有価証券評価差額金が６億２百万円の増加

などにより、前連結会計年度末に比べ７億２千３百万円増加し、175億２千５百万円（同4.3％増）とな

りました。

　

（キャッシュ・フローの分析）

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)の状況は、次の通り

であります。

① 営業活動によるキャッシュ・フロー

当第２四半期連結累計期間の営業活動の結果、増加した資金は12億４千１百万円（前年同四半期連

結累計期間に比べ１億３千１百万円の増加）であります。資金の主な増加要因は、税金等調整前四半期

純利益５億６千６百万円、減価償却費６億５千９百万円、売上債権３億９千１百万円であり、資金の主

な減少要因は、仕入債務２億２千３百万円などによるものであります。    

② 投資活動によるキャッシュ・フロー

当第２四半期連結累計期間の投資活動の結果、使用した資金は12億８千９百万円（前年同四半期連

結累計期間に比べ21億９千５百万円の減少）であります。その主な内容は、有価証券の取得による支出

３億円、有形固定資産の取得による支出８億２千７百万円、無形固定資産の取得による支出４億７千８

百万円などによるものであります。

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー

当第２四半期連結累計期間の財務活動の結果、減少した資金は４億７千２百万円（前年同四半期連

結累計期間は14億３千９百万円の増加）であります。その主な内容は、長期借入金の返済による支出１

億６千万円、リース債務の返済による支出１億１千８百万円、配当金の支払いによる支出２億１百万円

などによるものであります。
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(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な

変更及び新たに生じた課題はありません。

　

(3) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間において、当社グループにおける研究開発活動の状況に重要な変更はあ

りません。

　

(4) 生産、受注及び販売の状況

（生産実績）

当社グループは生産活動を行っておりませんが、当第２四半期連結会計期間末日現在実施中のセグメ

ントごとの契約件数は、次のとおりであります。なお、当第２四半期連結累計期間において、契約件数の著

しい増減はありません。

　

セグメント名称及び業務別名称 契約件数(件) 前年同四半期比(％)

(セキュリティ事業) 　 　

常駐警備 848 102.8

機械警備 75,318 106.5

運輸警備 2,554 99.9

小計 78,720 106.3

(ビル管理・不動産事業) 367 95.8

合計 79,087 106.2

　

（販売実績）

当第２四半期連結累計期間におけるセグメントごとの販売実績は、次のとおりであります。なお、当第

２四半期連結累計期間において、販売実績の著しい増減はありません。

　

セグメント名称及び業務別名称 金額(千円) 前年同四半期比(％)

(セキュリティ事業) 　 　

常駐警備 10,305,476 99.6

機械警備 6,479,945 101.8

運輸警備 1,356,469 101.5

工事・機器販売 1,620,533 126.3

小計 19,762,425 102.2

(ビル管理・不動産事業) 533,650 114.3

合計 20,296,075 102.5

　　(注) １　上記金額には消費税等を含んでおりません。

　　２　総販売実績に対する主な相手先別の販売実績の割合が10％未満のため、主要な販売先については記載を省略

しております。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成24年８月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成24年10月15日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 14,816,692 14,816,692
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数
100株

計 14,816,692 14,816,692 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　　該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　　該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

　　　　該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成24年６月１日～
平成24年８月31日

― 14,816,692 ― 2,924,000 ― 2,781,500
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(6) 【大株主の状況】

　 　 平成24年８月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

東日本旅客鉄道株式会社 渋谷区代々木二丁目２番２号 3,704 25.0

株式会社もしもしホットライン 渋谷区代々木二丁目６番５号 726 4.9

セントラル警備保障社員持株会
新宿区西新宿二丁目４番１号
新宿NSビル

644 4.4

三井物産株式会社
(常任代理人　資産管理サービス信託銀行
株式会社)

千代田区大手町一丁目２番１号
(千代田区大手町一丁目２番１号
三井物産株式会社内)

445 3.0

セントラルセキュリティリーグ持株会
新宿区西新宿二丁目４番１号 
新宿NSビル

402 2.7

住友商事株式会社 中央区晴海一丁目８番11号 362 2.4

株式会社三井住友銀行 千代田区有楽町一丁目１番２号 310 2.1

株式会社みずほ銀行
(常任代理人　資産管理サービス信託銀行
株式会社)

千代田区内幸町一丁目１番５号
(中央区日本橋茅場町一丁目２番４号)

303 2.0

日本トラスティ・サービス信託銀行株式
会社（信託口）

中央区晴海一丁目８番11号 261 1.8

東洋テック株式会社 大阪府大阪市浪速区桜川一丁目７番18号 229 1.6

計 ― 7,390 49.9

(注)　１　所有株式数は千株未満を切り捨てて記載しております。

２　当社は、自己株式439千株を所有しておりますが、当該自己株式は議決権の行使が制限されているため、上記の大

株主から除いております。

　

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 　 平成24年８月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

（自己保有株式）

― ―
普通株式 439,300

（相互保有株式）

普通株式 15,800

完全議決権株式(その他) 普通株式 14,330,800 143,308 ―

単元未満株式 普通株式 30,792 ― １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 　 14,816,692― ―

総株主の議決権 ― 143,308 ―

(注) １　「単元未満株式」には当社所有の自己株式40株が含まれております。

２　「完全議決権株式(その他)」には、証券保管振替機構名義の株式が2,100株(議決権21個)、「単元未満株式数」に

は、同名義の株式が71株含まれております。
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② 【自己株式等】

平成24年８月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
セントラル警備保障㈱

東京都新宿区西新宿
二丁目４番１号
新宿NSビル

439,300 ― 439,300 3.0

（相互保有株式）
㈱トーノーセキュリティ

岐阜県多治見市
上野町五丁目
38番１号

15,800 ― 15,800 0.1

計 ― 455,100 ― 455,100 3.1

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。

　

　

EDINET提出書類

セントラル警備保障株式会社(E04799)

四半期報告書

 9/21



第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成24年６月１日

から平成24年８月31日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成24年３月１日から平成24年８月31日まで)

に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年２月29日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年８月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 8,147,814 6,774,949

受取手形及び売掛金 704,390 342,966

未収警備料 3,405,824 3,376,135

有価証券 － 300,000

貯蔵品 632,787 612,141

その他 2,487,825 2,697,716

貸倒引当金 △16,155 △12,510

流動資産合計 15,362,487 14,091,399

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 5,669,163 5,795,263

減価償却累計額 △2,257,651 △2,380,735

建物及び構築物（純額） 3,411,511 3,414,528

警報機器及び運搬具 10,911,335 11,236,295

減価償却累計額 △8,483,668 △8,644,240

警報機器及び運搬具（純額） 2,427,667 2,592,055

土地 2,863,397 2,955,980

その他 1,158,274 1,230,987

減価償却累計額 △772,702 △821,608

その他（純額） 385,572 409,378

有形固定資産合計 9,088,148 9,371,942

無形固定資産 1,106,018 1,434,088

投資その他の資産

投資有価証券 4,575,608 5,511,689

その他 3,750,510 3,419,388

貸倒引当金 △37,229 △37,099

投資その他の資産合計 8,288,888 8,893,978

固定資産合計 18,483,055 19,700,010

資産合計 33,845,543 33,791,409
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年２月29日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年８月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 1,273,229 1,049,293

短期借入金 1,156,415 1,164,440

未払法人税等 339,742 280,230

前受警備料 293,381 276,943

預り金 4,961,713 4,324,582

賞与引当金 841,762 843,007

役員賞与引当金 43,250 21,250

災害損失引当金 93 －

その他 2,666,131 2,592,671

流動負債合計 11,575,718 10,552,419

固定負債

長期借入金 2,658,479 2,497,561

退職給付引当金 150,380 151,772

役員退職慰労引当金 29,153 25,848

資産除去債務 213,942 215,719

その他 2,416,403 2,822,757

固定負債合計 5,468,358 5,713,659

負債合計 17,044,076 16,266,079

純資産の部

株主資本

資本金 2,924,000 2,924,000

資本剰余金 2,784,157 2,784,157

利益剰余金 9,437,244 9,548,797

自己株式 △393,972 △394,155

株主資本合計 14,751,429 14,862,798

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,970,440 2,572,786

繰延ヘッジ損益 △12,711 △10,192

その他の包括利益累計額合計 1,957,728 2,562,593

少数株主持分 92,308 99,938

純資産合計 16,801,466 17,525,330

負債純資産合計 33,845,543 33,791,409
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成23年３月１日
　至 平成23年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成24年３月１日
　至 平成24年８月31日)

売上高 19,802,968 20,296,075

売上原価 15,958,235 16,409,219

売上総利益 3,844,732 3,886,855

販売費及び一般管理費

給料及び手当 1,413,179 1,435,464

賞与引当金繰入額 176,796 180,252

役員賞与引当金繰入額 21,701 17,250

退職給付費用 39,149 51,371

その他 1,864,418 1,743,820

販売費及び一般管理費合計 3,515,243 3,428,159

営業利益 329,489 458,696

営業外収益

受取利息 8,521 1,363

受取配当金 84,648 108,637

受取保険料 29,876 19,084

その他 33,313 28,918

営業外収益合計 156,360 158,003

営業外費用

支払利息 43,747 41,097

その他 8,649 7,683

営業外費用合計 52,396 48,780

経常利益 433,453 567,919

特別利益

貸倒引当金戻入額 1,739 －

特別利益合計 1,739 －

特別損失

投資有価証券評価損 27,535 －

固定資産除却損 1,269 941

減損損失 － 968

災害による損失 5,853 －

災害損失引当金繰入額 19,363 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 72,663 －

特別損失合計 126,684 1,910

税金等調整前四半期純利益 308,507 566,008

法人税、住民税及び事業税 155,808 248,351

法人税等調整額 6,950 △1,272

法人税等合計 162,758 247,078

少数株主損益調整前四半期純利益 145,748 318,930

少数株主利益 1,232 6,091

四半期純利益 144,515 312,838
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成23年３月１日
　至 平成23年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成24年３月１日
　至 平成24年８月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 145,748 318,930

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △370,429 602,644

繰延ヘッジ損益 2,992 3,759

その他の包括利益合計 △367,436 606,403

四半期包括利益 △221,687 925,333

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △223,509 917,703

少数株主に係る四半期包括利益 1,821 7,629
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成23年３月１日
　至 平成23年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成24年３月１日
　至 平成24年８月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 308,507 566,008

減価償却費 693,100 659,112

固定資産除却損 41,634 48,322

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 72,663 －

投資有価証券評価損益（△は益） 27,535 －

災害損失引当金の増減額（△は減少） 19,363 △93

前払年金費用の増減額（△は増加） △57,340 △13,969

賞与引当金の増減額（△は減少） △8,157 1,245

受取利息及び受取配当金 △93,170 △110,000

支払利息 43,747 41,097

売上債権の増減額（△は増加） 156,879 391,113

たな卸資産の増減額（△は増加） 138,095 20,646

仕入債務の増減額（△は減少） △232,822 △223,936

未払費用の増減額（△は減少） 34,401 43,636

預り保証金の増減額（△は減少） 207,418 19,835

その他 135,177 37,708

小計 1,487,033 1,480,727

利息及び配当金の受取額 93,170 110,000

利息の支払額 △44,615 △41,190

法人税等の支払額 △424,937 △307,862

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,110,651 1,241,675

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の増減額（△は増加） △1,987 318,305

有価証券の取得による支出 △900,000 △300,000

有価証券の償還による収入 900,000 －

有形固定資産の取得による支出 △3,082,223 △827,629

無形固定資産の取得による支出 △334,467 △478,900

投資有価証券の取得による支出 △3,960 △4,166

その他 △62,134 3,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,484,772 △1,289,391

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 132,434 7,746

長期借入れによる収入 1,910,000 －

長期借入金の返済による支出 △285,686 △160,638

リース債務の返済による支出 △67,718 △118,181

配当金の支払額 △202,118 △201,286

自己株式の取得による支出 △46,950 △183

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,439,960 △472,544

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △934,160 △520,260

現金及び現金同等物の期首残高 4,580,034 3,773,155

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 3,645,874

※
 3,252,894
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【継続企業の前提に関する事項】

該当事項はありません。

　

【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

該当事項はありません。

　

【会計方針の変更等】

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

該当事項はありません。

　

【追加情報】

　
当第２四半期連結累計期間

(自  平成24年３月１日  至  平成24年８月31日)

第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び

誤謬の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号  平成21年12月４日)及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に

関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４日)を適用しております。

　

【注記事項】

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、

次のとおりであります。

　

　
前第２四半期連結累計期間
(自  平成23年３月１日
至  平成23年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成24年３月１日
至  平成24年８月31日)

現金及び預金勘定 7,459,290千円 6,774,949千円

有価証券勘定（譲渡性預金） ―　 300,000　

計 7,459,290　 7,074,949　

運輸警備用現金及び預金 △3,786,941　 △3,509,474　

預入期間が３か月を超える
定期預金

△26,475　 △12,579　

預入期間が３か月を超える
譲渡性預金

―　 △300,000　

現金及び現金同等物 3,645,874　 3,252,894　
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(株主資本等関係)

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間(自  平成23年３月１日  至  平成23年８月31日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年５月26日
定時株主総会

普通株式 202,118 14.00平成23年２月28日 平成23年５月27日 利益剰余金

　

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間の末日後となるもの

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年10月13日
取締役会

普通株式 201,287 14.00平成23年８月31日 平成23年10月28日 利益剰余金

　

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間(自  平成24年３月１日  至  平成24年８月31日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年５月24日
定時株主総会

普通株式 201,286 14.00平成24年２月29日 平成24年５月25日 利益剰余金

　

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間の末日後となるもの

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年10月12日
取締役会

普通株式 201,282 14.00平成24年８月31日 平成24年10月29日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ  前第２四半期連結累計期間(自  平成23年３月１日  至  平成23年８月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント
調整額
(注１)

四半期連結損益
計算書計上額
(注２)セキュリティ

事業
ビル管理・
不動産事業

計

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 19,335,984466,98419,802,968― 19,802,968

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

1,972 129,838 131,811△131,811 ―

計 19,337,957596,82219,934,779△131,81119,802,968

セグメント利益又は損失(△) 339,071 △9,582 329,489 ― 329,489

(注) １．調整額△131,811千円は、セグメント間取引消去によるものです。

２．セグメント利益又は損失の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

　

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間(自  平成24年３月１日  至  平成24年８月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

　 　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント
調整額
(注１)

四半期連結損益
計算書計上額
(注２)セキュリティ

事業
ビル管理・
不動産事業

計

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 19,762,425533,65020,296,075― 20,296,075

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

2,129 136,324 138,453△138,453 ―

計 19,764,554669,97420,434,529△138,45320,296,075

セグメント利益 378,342 80,353 458,696 ― 458,696

(注) １．調整額△138,453千円は、セグメント間取引消去によるものです。

２．セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。
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２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

(固定資産に係る重要な減損損失)

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　

(のれんの金額の重要な変動)

該当事項はありません。

　

(重要な負ののれん発生益)

該当事項はありません。

　

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第２四半期連結累計期間
(自  平成23年３月１日
至  平成23年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成24年３月１日
至  平成24年８月31日)

１株当たり四半期純利益金額 10円05銭 21円76銭

(算定上の基礎) 　 　

四半期純利益金額(千円) 144,515 312,838

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 144,515 312,838

普通株式の期中平均株式数(千株) 14,386 14,377

(注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

　

２ 【その他】

第41期(平成24年３月１日から平成25年２月28日まで)中間配当については、平成24年10月12日開催の取

締役会において、平成24年８月31日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを

決議いたしました。

①  配当金の総額                                201,282千円

②  １株当たりの金額                                   14円

③  支払請求権の効力発生日及び支払開始日   平成24年10月29日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

　
平成２４年１０月１１日

　

セントラル警備保障株式会社

取　締　役　会　御　中

　

有限責任監査法人トーマツ 　
　

指定有限責任社員 　
公認会計士　　大　中　 　康　宏　　㊞

業 務 執 行 社 員　

　

指定有限責任社員 　
公認会計士　　鈴　木　　　 　努　　㊞

業 務 執 行 社 員　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているセン
トラル警備保障株式会社の平成24年３月１日から平成25年２月28日までの連結会計年度の第２四半期連結会
計期間(平成24年６月１日から平成24年８月31日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成24年３月１日から
平成24年８月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算
書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを
行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、セントラル警備保障株式会社及び連結子会社
の平成24年８月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及び
キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ
なかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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